
第3回 都道府県がん診療連携拠点病院
連絡協議会

情報提供・相談⽀援部会
2014年6⽉12⽇（⽊） 13-16時

国際研究交流会館3階
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本⽇の内容
2.  がん診療連携拠点病院を取り巻く現在の状況とこれまでの情報提供・相談⽀援
部会の活動について
（１）がん診療連携拠点病院の整備に関する指針の確認

・新整備指針の確認
・昨年度の部会提案内容：新整備指針への反映状況

（２）本部会等で実施した拠点病院活動状況に関するアンケート結果と対応例
の共有

1) 就労⽀援と患者⽀援活動について
2) 希少がんの相談への対応について
3) 相談者からのフィードバック体制、相談員の質の担保について
4) 広報・周知活動と広域での相談⽀援体制の質の担保について

－地域相談⽀援フォーラム－
休憩

5) 相談件数のカウントについて
３．これからの情報提供・相談⽀援部会活動について
４．その他、連絡事項 2



都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会
情報提供・相談⽀援部会設置要領

（設置）
第1条 拠点病院で実施されている情報提供および相談⽀援体制の
機能強化と質的な向上を図ることを⽬的とする。また、各都道府県や
地域単位での取り組みを⽀援するため、都道府県がん診療連携拠点
病院連絡協議会の下部機関として、情報提供･相談⽀援部会（以
下「部会」という。）を設置する。

（検討事項）
第2条 部会は、次の事項について、情報を共有･検討する。
(1) 都道府県、施設単位で⾏われている情報提供・相談⽀援の取り組みに関する現状把握と
分析、情報共有に関すること。
(2) 情報提供や相談⽀援体制の機能強化や質的向上を果たす上で必要となる全国、地域レ
ベルで整備すべき体制とサポート要件の整理
(3) 現場のみでは解決が難しい施策・制度⾯の改善等の必要事項の整理と（連絡協議会を
通じて発信することを想定した）提⾔に向けた素案の作成
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都道府県がん診療連携拠点病院

連絡協議会

臨床試験部会
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トワーク
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がん対策情報センター

がん統計研究部
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ネットワーク
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都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会および各部会の構成図

H22年度設置 平成23年度設置 平成24年度設置 平成25年度設置4



情報提供・相談⽀援部会からの提案の流れ

都道府県がん診療連携拠点病院
連絡協議会

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会
情報提供・相談⽀援部会

県がん診療
連携協議会

県がん診療
連携協議会

県がん診療
連携協議会 ・・・

がん対策
推進協議会

がん診療提供体制の
あり⽅に関する検討会

各施設

提⾔

提⾔

• 指定要件などの制度⾯
• 補助⾦体系の枠組み

など

• 全国の先⾏施設との参考
事例共有

• 全国的なネットワーク構築
など

• 質的向上、体制強化を⽀え
る取り組み

• 地域の相談⽀援センターの
ネットワーク構築 など

• 各施設の責任者、実務者
の努⼒

提⾔

国
(厚⽣労働省)

全国

全国

各都道府県

各施設

部
会

部
会

部
会

部
会

部
会

部
会

部
会

部
会

部
会
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これまでの部会の活動経緯と本⽇の検討について
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H24（2012）〜H25（2013）年度まで
1. 第1回部会前事前アンケート実施 （2012年10〜11⽉）
2. 第1回部会：検討課題の確認 （2012年11⽉26⽇）
3. 「情報提供および相談⽀援ｾﾝﾀｰの活動のあり⽅のアンケート」実施 （2013年1⽉）

 294拠点病院（74.1%）■アンケート結果取りまとめ、報告書（案）作成
4. 「アンケート」報告書案についての意⾒収集 （2013年3〜4⽉）

 各都道府県において取りまとめ ■ 47都道府県、347拠点病院（87.4%）
5. 第2回部会 （2013年5⽉13⽇）

 各県からの意⾒を踏まえ、提案内容を確認 （5⽉16〜24⽇）
6. 親会へ提案内容を報告 （2013年5⽉27⽇）
7. 親会の承認後、堀⽥議⻑名で厚⽣労働省へ提出（2013年5⽉28⽇）

8. 第1回がん診療体制のあり⽅に関するワーキンググループ（厚労省）で報告
（2013年5⽉29⽇）

がん診療連携拠点病院の整備に関する指針 H26(2014)年1⽉10⽇

 第3回部会（本⽇）：提案内容の積み残し課題、新整備指針を踏
まえた情報提供や相談⽀援に関わる現場の課題等について検討



2.  がん診療連携拠点病院を取り巻く現在の状況と
これまでの情報提供・相談⽀援部会の活動について
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１）がん診療連携拠点病院の整備に関する指針
（平成26年1⽉10⽇）の確認



がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

がん診療連携拠点病院の整備について
- 相談⽀援センターに関する記述

(H23/3/29⼀部改訂)-

[1] 専従及び専任の相談⽀
援に携わる者をそれぞれ１⼈
以上配置すること。

[2] 院内及び地域の医療従
事者の協⼒を得て、院内外
のがん患者及びその家族並び
に地域の住⺠及び医療機関
等からの相談等に対応する体
制を整備すること。また、相談
⽀援に関し⼗分な経験を有
するがん患者団体との連携協
⼒体制の構築に積極的に取
り組むこと。

がん診療連携拠点病院の整備について
-相談⽀援センターに関する記述 (H26/1/10)-

相談⽀援を⾏う機能を有する部⾨（以下「相談⽀援センター」とい
う。なお、病院固有の名称との併記を認めた上で、必ず「がん相談⽀援
センター」と表記すること。）を設置し、①から⑥の体制を確保した上で、
当該部⾨においてアからシまでに掲げる業務を⾏うこと。なお、院内の⾒
やすい場所に相談⽀援センターによる相談⽀援を受けられる旨の掲⽰
をするなど、相談⽀援センターについて積極的に周知すること。
① 国⽴がん研究センターがん対策情報センター（以下「がん対策情報
センター」という。）による「相談⽀援センター相談員研修・基礎研修」
（１）〜（３）を修了した専従及び専任の相談⽀援に携わる者を
それぞれ１⼈ずつ配置すること。

② 院内及び地域の診療従事者の協⼒を得て、院内外のがん患者及
びその家族並びに地域の住⺠及び医療機関等からの相談等に対応
する体制を整備すること。また、相談⽀援に関し⼗分な経験を有する
がん患者団体との連携協⼒体制の構築に積極的に取り組むこと。

③ 相談⽀援について、都道府県協議会等の場での協議を⾏い、都道
府県拠点病院、地域拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診
療病院の間で情報共有や役割分担を含む協⼒体制の構築を⾏う体
制を確保すること。

④ 相談⽀援センターの機能について、主治医等から、がん患者及びそ
の家族に対し、周知が図られる体制を整備すること。

⑤ 相談⽀援センターの業務内容について、相談者からフィードバックを
得る体制を整備することが望ましい。

⑥ 地域がん診療病院とグループ指定を受ける場合には、連携協⼒によ
り相談⽀援を⾏う体制を整備すること。
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4 情報の収集提供体制 (１)相談⽀援センター
相談⽀援を⾏う機能を有する部⾨（以下「相談⽀

援センター」という。なお、病院固有の名称との併記を
認めた上で、必ず「がん相談⽀援センター」と表記する
こと。）を設置し、①から⑥の体制を確保した上で、
当該部⾨においてアからシまでに掲げる業務を⾏うこと。
なお、院内の⾒やすい場所に相談⽀援センターによる
相談⽀援を受けられる旨の掲⽰をするなど、相談⽀
援センターについて積極的に周知すること。

9



4 情報の収集提供体制 (１)相談⽀援センター
① 国⽴がん研究センターがん対策情報センター（以下「がん対策情報センター」とい

う。）による「相談⽀援センター相談員研修・基礎研修」（１）〜（３）を修了し
た専従及び専任の相談⽀援に携わる者をそれぞれ１⼈ずつ配置すること。

② 院内及び地域の診療従事者の協⼒を得て、院内外のがん患者及びその家族並び
に地域の住⺠及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備すること。また、
相談⽀援に関し⼗分な経験を有するがん患者団体との連携協⼒体制の構築に積
極的に取り組むこと。

③ 相談⽀援について、都道府県協議会等の場での協議を⾏い、都道府県拠点病
院、地域拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診療病院の間で情報共有や
役割分担を含む協⼒体制の構築を⾏う体制を確保すること。

④ 相談⽀援センターの機能について、主治医等から、がん患者及びその家族に対し、
周知が図られる体制を整備すること。

⑤ 相談⽀援センターの業務内容について、相談者からフィードバックを得る体制を整備
することが望ましい。

⑥ 地域がん診療病院とグループ指定を受ける場合には、連携協⼒により相談⽀援を
⾏う体制を整備すること。

＊ ⾊のついたところは、新要件として新しく⽰された主な内容 10



相談⽀援センターの業務
ア がんの病態、標準的治療法等がん診療及びがんの予防・早期発⾒等に関 する⼀般的

な情報の提供
イ 診療機能、⼊院・外来の待ち時間及び診療従事者の専⾨とする分野・経歴など、地域

の医療機関及び診療従事者に関する情報の収集、提供
ウ セカンドオピニオンの提⽰が可能な医師の紹介
エ がん患者の療養上の相談
オ 就労に関する相談（産業保健等の分野との効果的な連携による提供が望ましい。）
カ 地域の医療機関及び診療従事者等におけるがん医療の連携協⼒体制の事例に関する

情報の収集、提供
キ アスベストによる肺がん及び中⽪腫に関する医療相談
ク ＨＴＬＶ－１関連疾患であるＡＴＬに関する医療相談
ケ 医療関係者と患者会等が共同で運営するサポートグループ活動や患者サロンの定期開

催等の患者活動に対する⽀援
コ 相談⽀援センターの広報・周知活動
サ 相談⽀援に携わる者に対する教育と⽀援サービス向上に向けた取組
シ その他相談⽀援に関すること
※ 業務内容については相談⽀援センターと別部⾨で実施されることもあることから、その場

合にはその旨を掲⽰し必要な情報提供を⾏うこと。

＊ ⾊のついたところは、新要件として新しく⽰された主な内容 11



Ⅳ 都道府県がん診療連携拠点病院の
指定要件について

２ 都道府県における相談⽀援機能強化に向けた要件
（１） 相談⽀援業務として、都道府県内の医療機関で実
施されるがんに関する臨床試験について情報提供を⾏うととも
に、希少がんに関しては適切な相談を⾏うことができる医療機
関への紹介を含め、相談⽀援を⾏うことが望ましい。
（２） 相談⽀援に携わる者のうち、原則として少なくとも１
⼈は国⽴がん研究センターによる相談員指導者研修を修了
していること。
（３） 地域拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診
療病院の相談⽀援に携わる者に対する継続的かつ系統的
な研修を⾏うこと。

＊ ⾊のついたところは、新要件として新しく⽰された主な内容 12



２）昨年度の部会提案内容：

新整備指針への反映状況
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都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会
議⻑ 堀⽥ 知光 殿

平成25年5⽉27⽇

がん情報提供および相談⽀援センター
の活動と機能強化に関する提案

連絡協議会より、厚⽣労働省ほか関係検討会へ提案

（平成25年度 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会にて）
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都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会より提出した提案内容
（親会より厚労省へ）

（１）がん診療連携拠点病院機能強化事業におけるがん相談⽀援事業の相談件数
による評価（現⾏7,800件以上）については、
 現状の対応状況を踏まえ、算定の基準を暫定的に年間1,875件（相談員1⼈あたり5件

程度）とすることを提案する。並⾏して、より本質的な評価の提案に向けて、相談対応業務
（対象とする範囲や件数の数え⽅等）や相談対応以外の幅広い活動内容の評価⽅法に
ついて検討を⾏う。

（２）利⽤者にとってわかりやすく、有益な相談⽀援を提供するために、
 院内の連携を進めるとともに、相談⽀援センターの名称については、病院固有の名称との併

記を認めた上で、原則「がん相談⽀援センター」で統⼀を進める。
（３）各拠点病院の体制により、相談⽀援センターで実施する活動が異なることから、
 情報提供・相談⽀援関連の活動については、拠点病院レベルでの（相談⽀援センター単位

だけでなく、他部署を含めた）評価とする。さらに、より効率的な情報提供・相談⽀援体制の
構築のために、都道府県レベルや全国レベルで⾏う活動の適切な評価⽅法について検討し、
地域の状況に応じた役割分担を進める。

（４）都道府県内の活動状況の把握、情報の集約や役割分担の検討を⾏うために、
 その役割を担う組織（情報提供・相談⽀援に関する検討を⾏う部会等）の活動を評価す

るとともに、都道府県レベルでの事務局機能の強化（事務員の配置等）を⾏う。 15
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当部会で引き続き検討する課題としてあげていたもの
（第2回部会より）

（１）相談⽀援センターとして焦点を当てるべき活動の可視化と果たす
べき役割の検討
相談⽀援センターの活動が多様化、拡⼤する中で焦点を当てるべき活動、地域の中で他の関
係機関と協⼒できることは何かを明確にし、相談⽀援センターの院内・地域における役割を把握
し、拠点病院や都道府県における果たすべき役割について検討する。

（２）都道府県および全国レベルで整えていくべき体制と必要な要件
や評価のあり⽅
広く実施されている⼀般的ながんに関する情報提供や相談⽀援については引き続き推進していく
⼀⽅で、稀少がんや先進医療に関する情報など、⽀援の機会が少ない情報は都道府県や全国
レベルで整備することが望ましく、情報を集約し活⽤する仕組みについて検討を始める。その際
に、都道府県レベルでは部会、全国レベルではがん対策情報センターを中核とし、連携しながら
検討を進める。

（３）相談⽀援センターへの活動⽀援のあり⽅の検討
多くの相談⽀援センターで役割として認識されているが、実施している割合が相対的に低い項⽬
としてあげられた活動については、何らかの障壁があって実施できていない活動と考えられる。望ま
しい相談⽀援体制に向けて院内での役割、体制構築の事例を共有したり、必要な⽀援のあり
⽅を検討する。



（２）本部会等で実施した

拠点病院活動状況に関するアンケート結果
と対応例について
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本部会等で実施した拠点病院活動状況に関する
アンケート結果

実施：
都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報提供・相談⽀援事務局

*国⽴がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供研究部

① 都道府県がん情報提供・相談⽀援に関わる検討会等の活動についてのアン
ケート （2013年11⽉〜12⽉）

② 相談件数のカウントについてのヒアリング （2014年1⽉）

③ がんの相談のニーズをもつ⽅々の院内相談対応窓⼝とその対応状況の全体把
握についての調査 （2014年3⽉〜5⽉）

④ がん専⾨相談員ロゴバッジとがん相談⽀援センター紹介カードの活⽤状況につい
てのアンケート* （2014年4⽉〜5⽉）

⑤ がん相談⽀援センターの活動状況についてのアンケート （2014年4⽉〜5⽉）

18
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① 都道府県がん情報提供・相談⽀援に関わる検討会等
の活動についてのアンケート（資料５参照）

 調査⽬的：各都道府県のがん情報提供・相談⽀援に関わる検討会等の活動状況についての把握
 調査時期：2013年11⽉〜12⽉
 調査対象と⽅法：47都道府県がん拠点病院に対し、質問紙調査

１）がん情報提供・相談⽀援に関わる検討会等（がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提
供・相談⽀援部会等）の設置状況 設置済 42/47都道府県

28

25

20

14

14

7

20

0 10 20 30

拠点病院同⼠の連携

相談員研修プログラムの検討

地域の療養情報の作成

がん相談⽀援センターの広報…

地域の関連機関との関係づくり

相談件数のカウント⽅法の統⼀

その他

２）主に取り組んでいるテーマ（複数回答） ３）相談件数のカウント⽅法の統⼀に
ついての取り組み状況

すでに統⼀
されている

（⼀部も含
む）

11、23%

議論中
9、19%取り組もうと

検討中
5、11%

取り組んで
いない

21、45%

他1、
2%
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⑤ がん相談⽀援センターの活動状況についてのアンケート
（資料８参照）
 調査⽬的：がん相談⽀援センターの活動状況（新しい試み、困難に思っていること）の把握
 調査時期：2014年4⽉〜5⽉
 調査対象と⽅法：全拠点病院397施設に対し、質問紙調査
 回答数：280施設（回収率70.5％）
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1

1

41

34
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１．患者・家族活動⽀援、当事者団体との協働を図った
２．広報・周知活動に取り組んだ

３．相談体制の整備が進んだ
４．就労⽀援に取り組んだ

５．地域活動が充実してきた
６．相談員の質の担保に関連する事業について取り組んだ

７．整容についての事業を企画、実施、充実を図った
８．がんの冊⼦提供の充実を図った

９．地域の療養情報冊⼦や地域情報のまとめについて、企画、実…
１０．相談⽀援マニュアル類の⾒直しを⾏った

１１．相談者からのフィードバックについて企画、実施した
１２．⼦どもの⽀援の充実を図った

１３．禁煙⽀援について、企画、実施、充実を図った
１４．相談体制の評価の企画、実施、充実を図った。

１５．職員へのがん患者の理解について啓発活動を⾏った
１６．相談件数の集計⽅法の⾒直しを⾏った

１７．研究協⼒を⾏った
１８．特になし
１９．未記⼊

２０．他（ここ１年のとりくみではないもの）

【最近1年で新しく始めたこと】
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１．新整備指針に関連した体制整備が困難である

２．就労支援の進め方に思案している

３．広報・周知に課題がある

４．がんサロンや患者会、ピアサポーター事業等の患者活動…

５．相談員の質の担保に課題がある

６．相談者からのフィードバックをどのように取ればいいかわか…

７．地域関係機関との連携が不十分である

８．希少がんや治験、最新治療の情報提供が不十分である

９．医師から、がん相談支援センターを紹介してもらう体制が…

１０．活用可能な社会資源が少ない

１１．院内のハード面が未整備である

１２．兼務であるので、業務の両立が難しい

１３．相談件数のカウント方法に思案している

１４．院内の相談の窓口が煩雑になっている

１５．院内連携が難しい

１６．図書館や情報提供コーナーが未整備である

１７．子どもや若年層への支援に困難を感じている

１８．グループ指定を受ける場合の相談支援センターの役割が…

１９．たばこに関連する相談への取り組みが難しい

２０．相談の評価について思案している

２１．特になし

２２．未記入

２３．他

【現在業務を⾏うにあたり困難に思っていること】
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⑤ がん相談⽀援センターの活動状況についてのアンケート（続き)



新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
① 国⽴がん研究センターがん対策情報センターによる「相談⽀援センター相談
員研修・基礎研修」（１）〜（３）を修了した専従及び専任の相談⽀援に携
わる者をそれぞれ１⼈ずつ配置すること。
・他②〜⑥の体制整備、アからシの業務
・さらに都道府県拠点では、都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】 合計58件 (20.5%)
３．相談体制の整備が進んだ (58)

１）院内連携により、活動の場を拡充した (26)
２）院内のハード⾯が整備された（組織体制、相談室スペースや電話の確保など）(15)
３）相談員の⼈員配置が充実した (9)
４）がん相談⽀援センターの名称変更の準備、実施をした (8)

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計79件 (27.9%)
１．新整備指針に関連した体制整備が困難である (79)

１）相談員のマンパワー不⾜、⼈員配置が不適切である (51)
２）新整備指針に関連した業務体制整備が難しい (12)
３）がんに特化した看護師など、専⾨スタッフが不⾜している (8)
４）緩和ケアの定着や、緩和ケアセンターとの役割分担が難しい (6)
５）名称変更に際し、業務負担を感じる (2)

意⾒例１：⼈員が不⼗分な中、新整備指針に関連した業務体制（相談基礎研修３までを
受講した専従、専任ともに1名ずつの配置）は制限がきついのではないか。 22



新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
オ 就労に関する相談（産業保健等の分野との効果的な連携に
よる提供が望ましい。）
サ 相談⽀援に携わる者に対する教育と⽀援サービス向上に向け
た取組

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】 合計40件（11.3%）
4. 就労⽀援に取り組んだ (32)

1) 就労⽀援について、院外スタッフ（社労⼠、産業ｶｳﾝｾﾗｰ等）を含め、企画、実施、充
実を図った (26)

2) 就労⽀援について、院内スタッフにより、企画、実施、充実を図った (3)
3) 就労⽀援を⾏う準備をしている (3)

7. 整容についての事業を企画、実施、充実を図った (8)

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計51件 (18.0%)
2. 就労⽀援の進め⽅に思案している (51)

意⾒例２：
・就労⽀援の定義が分からない。
・⾼齢者が患者の⼤半を占める病院で、就労のニーズがないなか、⼀律の基準を⽰されても困
る。 23



新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
② 院内及び地域の診療従事者の協⼒を得て、院内外のがん患者及びその家族
並びに地域の住⺠及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備するこ
と。また、相談⽀援に関し⼗分な経験を有するがん患者団体との連携協⼒体制の
構築に積極的に取り組むこと。
ケ 医療関係者と患者会等が共同で運営するサポートグループ活動や患者サロン
の定期開催等の患者活動に対する⽀援
サ 相談⽀援に携わる者に対する教育と⽀援サービス向上に向けた取組

「どういう体制をつくっていったらいいのでしょう？」

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】 合計110件 (38.9%)
1. 患者･家族活動⽀援、当事者団体との協働を図った（110）

1) 患者会や患者サロン、ピアサポート等、患者活動⽀援関連事業の企画、実施、充実
を図った (87)

2) 患者図書館や情報コーナーの設置、充実を図った （12)
3) 患者会や当事者団体等と協働して事業を⾏った (9)
4) 遺族会関連事業の企画、実施、充実を図った (2)

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計36件 (12.7%)
5. がんサロンや患者会、ピアサポーター事業等の患者活動⽀援を⾏うことが難しい (36)

24



新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
キ アスベストによる肺がん及び中⽪腫に関する医療相談
ク HTLV-1関連疾患であるATLに関する医療相談
■都道府県における相談⽀援機能強化に向けた要件
（１） 相談⽀援業務として、都道府県内の医療機関で実施され
るがんに関する臨床試験について情報提供を⾏うとともに、希少が
んに関しては適切な相談を⾏うことができる医療機関への紹介を含
め、相談⽀援を⾏うことが望ましい。

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】
・（記載されたものなし）

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計10件 (3.5%)
8. 希少がんや治験、最新治療の情報提供が不⼗分である (10)

（そのうち4件は、都道府県拠点より）

25



新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
⑤ 相談⽀援センターの業務内容について、相談者からフィードバックを得る体制を
整備することが望ましい。
■都道府県における相談⽀援機能強化に向けた要件
（２） 相談⽀援に携わる者のうち、原則として少なくとも１⼈は国⽴がん研究セン
ターによる相談員指導者研修を修了していること。
（３） 地域拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診療病院の相談⽀援に携
わる者に対する継続的かつ系統的な研修を⾏うこと。

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】 合計23件 (8.1%)
6. 相談員の質の担保に関連する事業について取り組んだ (15)

1) 相談員同⼠の勉強会や交流会について企画、実施、充実を図った (8)
2) 相談員研修事業について企画、実施、充実を図った (7)

10. 相談⽀援マニュアル類の⾒直しを⾏った (5)
11. 相談者からのフィードバックについて、企画、実施した (3)

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計59件 (20.8%)
5. 相談員の質の担保に課題がある (31)

1)相談員の質の担保や、研修体制整備が難しい (26)
2)研修を修了した相談員の確保が難しい (5)

6. 相談者からのフィードバックをどのようにとればいいかわからない (27)
20. 相談の評価について思案している (1)

意⾒例５：・相談員や県の⾏政担当者の定期異動などで継続が困難な状況があること。 26



新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
② 院内及び地域の診療従事者の協⼒を得て、院内外のがん患者及びその家
族並びに地域の住⺠及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備する
こと。また、相談⽀援に関し⼗分な経験を有するがん患者団体との連携協⼒体
制の構築に積極的に取り組むこと。
④ 相談⽀援センターの機能について、主治医等から、がん患者及びその家族に
対し、周知が図られる体制を整備すること。

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】 合計42件 (14.8%)
3.（相談体制の整備が進んだ）

1) 院内連携により、活動の場を拡充した (26)
4) がん相談⽀援センターの名称変更の準備、実施をした (8)

8. がんの冊⼦提供の充実を図った （７）
15. 職員へのがん患者の理解について啓発活動を⾏った （１）

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計19件 (6.7%)
9. 医師から、がん相談⽀援センターを紹介してもらう体制が整備されていない (9)
14. 院内の相談の窓⼝が煩雑になっている (5)
15. 院内連携が難しい (5)

意⾒例３：
・施設内のスタッフに関する周知が不⼗分であり、⽀援が必要な患者家族に相談⽀援センター
の存在が知られていない。 27



新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
② 院内及び地域の診療従事者の協⼒を得て、院内外のがん患者及びその家
族並びに地域の住⺠及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備する
こと。また、相談⽀援に関し⼗分な経験を有するがん患者団体との連携協⼒体
制の構築に積極的に取り組むこと。
③ 相談⽀援について、都道府県協議会等の場での協議を⾏い、都道府県拠点
病院、地域拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診療病院の間で情報共
有や役割分担を含む協⼒体制の構築を⾏う体制を確保すること。

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】 合計103件 (36.4%)
2. 広報・周知活動に取り組んだ (77)

1) 院内外に向けた広報・周知活動について、⼀病院の活動として⾏った (62)
2) 地域に向けた広報・周知活動について、地域関連機関と協働して⾏った (15)

5. 地域活動が充実してきた (19)
1) 院外活動・地域活動について、企画、実施、充実を図った （13)
2) 関連機関（拠点、⼩児拠点、地域の医療・福祉機関、⾏政等）との連携の充実を図った (6)

9.  地域の療養情報冊⼦や地域情報のまとめについて、企画、実施、充実を図った (7)

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計65件 (23.0%)
３．広報･周知に課題がある (42)

1) 広報・周知の仕⽅に思案している (40)
2) 地域活動を⾏うことが困難である (2)

7. 地域関係機関との連携が不⼗分である (15)
10.活⽤可能な社会資源が少ない （8) 28



「感染症予防事業費等の国庫負担（補助）について」(厚⽣労働省発健
1219002号) がん診療連携拠点病院機能強化事業
（２）がん相談⽀援事業対象経費のうち、報酬、給料、職員諸⼿
当、共済費、賃⾦及び報償費の合計額は、事業実施年度内での
がん相談件数により算定した額

ア 7,800件以下の場合 7,605,000円

【ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み （n=283）】 合計1件 （0.3%）
16. 相談件数の集計⽅法の⾒直しを⾏った (1)

【現在困難に感じていること （n=283） 】 合計5件 (1.8%)
13. 相談件数のカウント⽅法に思案している (5)

「算定の基準を相談員
1⼈あたり5件程度とす
ることを前提とすること
が妥当である」として部
会より提案

29



アンケート結果および新整備指針に関わる主な課題

０）新整備指針に関連した体制整備について
全体に関わること

１) 就労⽀援と患者⽀援活動について
２) 希少がんの相談への対応について
３) 相談者からのフィードバック体制、相談員の質の担

保について
４) 広報・周知活動と広域での相談⽀援体制の質の

担保について
５) 相談件数のカウントについて 第2回部会での提案内容
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アンケート結果および新整備指針に関わる
主な課題に関連する

参考資料・情報
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1) 就労⽀援と患者⽀援活動について

32



院内でこれまでにも⾏っていた就労⽀援を充実させて、
病院全体で、地域全体での取り組みに

それまでの⽣活
（地域社会）

受診
受付

治 療 外来治療
診察 検査 ⼊院〜退院

傷病⼿当
⾦の案内
をする

地域社会

・病状･⾒通しについ
て説明する（医師）
・説明の補⾜（外来･
病棟スタッフ）

診断や治療に⼊る
前に仕事や⽣活に
関連する相談がな
いかスクリーニング
する

本⼈が仕事に
関して今後どう
していきたいか
を⼀緒に考える

病気(がん)になった
ときに、病院で就労
や仕事に関連する
相談を受付けている
ことを広報する

必要に応じて院外の
就業に関する関係者
(社労⼠等)につなぐ

外来化学療
法を休みやす
い曜⽇や時間
に変更する

外⾷の摂
り⽅につい
て栄養指
導を⾏う

仕事中に痛みが
出たときの服薬
の仕⽅･タイミン
グを伝える

 病院全体で、地域全体で取り組むことが必要
 そのコーディネート役、拠点病院の情報発信の⼤きな担い⼿の⼀つが「がん相談⽀援センター」

これまでにも⾏っていた就労関連の⽀援

さらに充実が求められる役割や⽀援内容

33
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 ここ1年くらいの間に新しく始めた取組み」の中で、最も多くあげられ
ていた（38.9%)

 ⼀⽅で、「現在困難に感じていること」も⽐較的多かった（12.7%)
• 例えば、がんサロンでは、「どうはじめていいかわからない」「始めたけれど⼈が固

定化してしまった」「⼈が集まらなくて困っている」「男性が来ない」などの声
 患者･家族⽀援活動は、⾮常に幅広く、ある決まった⼀つの姿ややり

⽅はないことを考えると、地域や地域同⼠での、実践活動例や運
営・⽀援上の困難や⽅策について共有する場をつくっていくことが⼤
事になってくる

 そのコーディネート役、拠点病院の情報発信の⼤きな担い⼿の⼀
つが「がん相談⽀援センター」
県内の相談⽀援部会、実務者会議などの場
全国での共有の場（都道府県連絡協議会情報提供･相談⽀援部会など）

院内で、地域で⾏われている患者⽀援活動を充
実させて、病院全体で、地域全体での取り組みに
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参考資料
• 「がん患者と家族の就労を⽀援する病院関係者のための社会保

険労務⼠との連携のヒント」
・・・・H26年6⽉発⾏予定

• 『がん専⾨相談員のためのがんサロンの設⽴と運営のヒント集』
• 『がん専⾨相談員のための⼩児がん就学の相談対応の⼿引き』
• 『がん専⾨相談員のための学習の⼿引き〜実践に役⽴つエッセンス〜』

・・・・H26年6⽉配布予定
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2) 希少がんの相談への対応について
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院内がん登録を利用した
施設別症例数検索システム

都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会相談支援部会
平成26年６月1２日

国立がん研究センターがん対策情報センター
がん政策科学研究部

東 尚弘

がん相談支援部会 37



患者さんからの受診先の相談には・・

「地元に帰って受診したいけど病院がわからない」

「セカンドオピニオンを聞きたいけど、
どの病院に、行けばいいのかわからない」

特に遠方で数の少ないがん（稀少がん）だと

症例数が手がかりになる。

38がん相談支援部会



2008年症例～院内がん登録

施設別の症例数が公開

2010年院内がん登録全国集計報告書より 39がん相談支援部会



公表情報だけでは限界が・・

• がん種の分類が、相談者／患者の情報にマッチしない

• 単純な一覧表なので見づらい、検索ができない

より詳細な条件で検索可能な仕組みが必要

がん相談支援部会２０１４ 40



検索画面

がん相談支援部会 41



これまでの経緯
平成25年

５月 研究としてスタート、NCC倫理審査承認

８月 各施設にデータ利用の可否を問い合わせ

10月頃～ 特殊な癌の相談ががん情報サービスSCに数件

手集計で実績のある施設を情報提供

平成26年

３月 検索システム完成、テスト開始

４月 全国６施設で試行開始、

研究→事業への移行

5月 データ利用の許可についての変更意思確認

がん相談支援部会 42



セキュリティ

・SSLによる通信経路の暗号化

・事前登録された端末からのみからログイン可能

登録：認証ソフトを実行→１時間以内にログイン

端末を変更する場合には申請が必要

・５回ログインを失敗するとロック

事務局で解除

がん相談支援部会 43



留意点

• 院内がん登録の限界やルールの十分な理解が必要

– 新規診断／受診の数だけしかカウントされない

– ステージがUICC、治療は初回治療のみ

– 精度の十分な検証は未確立

→がん登録担当との協力のもと理解を

数字を過信しないで（一定の誤差の可能性）

• 希少がんが主対象だが、数の多いがんも検索可能

– 数の多いがんでは意義は少ないことを理解いただく

• 登録は過去のデータ（最低2年前）
がん相談支援部会 44



これから

平成26年

7月 2012年診断症例のデータ組み込み

8月 都道府県拠点の相談支援センターで利用開始

（希望のある施設）

毎年

院内がん登録全国データ報告書発行時に新データ追加

がん相談支援部会 45



謝辞

試験運用にご協力の施設に感謝いたします（地理順北から）

北海道がんセンター

宮城県立がんセンター

信州大学医学部附属病院

神奈川県立がんセンター

九州がんセンター

鹿児島大学医学部附属病院

国立がん研究センター中央病院・東病院

がん情報サービスサポートセンター
がん相談支援部会 46



がん情報サービスサポートセンターでの希少がん診療施設の情報対応フロー
相談者の確認

患者、家族 or 担当の医療関係者、がん専⾨相談員
NO

YES

知りたい情報の明確化
・情報を得る⽬的（病院選択、ｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝ等）
・疾患（組織分類、発⽣部位）
・知りたい内容（症例数など）、知りたい地域

情報提供のお断り
患者、家族、もしくは担当
の医療関係者以外からの
電話の依頼

データの検索（院内がん登録の担当者）
直近３年で５名以上の患者登録のある診療施設を集計

情報提供
１．サポセン相談員は、データ検索結果を情報提供、免責事項を説明
＜免責事項の説明＞
・院内がん登録に基づき、直近３年間で５例以上の実績がある病院を複数ご案内します。
・ご紹介できる病院は、全国のがん診療連携拠点病院であり、かつデータの公開を許可した病院に限ります。
・ご希望のデータを⼗分に提供できないこともありますがご了承ください。

２．該当の拠点病院のｾｶﾝﾄﾞｵﾋﾟﾆｵﾝや、相談⽀援センターを利⽤する予定を確認
・利⽤する場合は、相談者の了解が得れれば、相談が円滑にできるようサポセンから該当の相談⽀援センターに事前連絡する旨を説明し、
実施します。

症例数検索システム その他の希少がん

■ 「検索システム」で検索
 直近3年間で5例以上の

診療施設がわかる

部位、組織型、年齢、地域などを
選択し、検索が可能

院内がん登録の担当者に検索依頼し、後⽇情報提供
（最短で翌⽇、1週間以内を⽬標）

 症例数検索システムで検索できない希少がんの登録状況が
検索できる可能性あり（詳細な部位、⾮常に希な組織型など）

47
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「がんの臨床試験」をご存じですか
「がんの臨床試験」について、

まず知っていただくためのチラシ
2014年7⽉はじめ完成予定

• 7⽉中旬頃に各拠点病院に
サンプルをお送りします。

• がん対策情報センター刊⾏
物発注システムでご利⽤いた
だけます。

48



3) 相談者からのフィードバック体制、
相談員の質の担保について

49



プログラム評価：
1) プロセス評価

– プログラムの導⼊やプログラムの機能をモニターするために⾏われる
• 例）質の管理

2)アウトカム評価
– プログラムの効果をみるために⾏われる

• 例）利⽤者満⾜度調査

満⾜度評価では、9割以上の満⾜度が得られない場合には、提供したサービスを疑え
Coping and Information Use by People with Cancer-Use of a Cancer Helpline, Marita Broadstock (1995)
International Cancer Information Service Group (ICISG) http://icisg.org/

 なぜがん相談⽀援センターにアクセスしてきたか
 利⽤者のニーズが満たされているか
 提供されたサービスは、利⽤者にとって受け⼊れられるものか
 利⽤者ががん相談⽀援センターを利⽤しようとした期待は、満たされたか

利⽤者満⾜度調査以外の⽅法は？ 50



利⽤者にアンケートをとる／投書箱を設ける・・・
がん相談⽀援センターでの利⽤者フィードバック以外にできることは？
• 院内からのフィードバック･･･どの部分ががん相談⽀援センターに寄せられているのか

1)いろいろなアクセスポイント（受付、診察窓⼝、外来看護師、検査窓⼝・担当者など）で
得られた利⽤者/潜在的利⽤者からの声を収集する仕組み
2) 1)を院内で、対応や連携の⽅法など改善に活かす仕組み
たとえば、院内の「患者満⾜度向上委員会」等との連携

• 地域内のフィードバック･･･他施設で起きていることが、⾃施設のがん相談⽀援センター
に影響していないか、その逆は？

1)いろいろなアクセスポイント（各拠点病院、県内の相談窓⼝、保健センターなど）で得られた利
⽤者/潜在的利⽤者からの声を収集する仕組み
2) 1)を地域内で、対応や連携の⽅法など改善に活かす仕組み
たとえば、県内の相談⽀援部会や実務者会議等での共有、対応⽅法の検討

• 全国レベルでのフィードバック･･･他の県で起きていることが、⾃県のがん相談⽀援体
制に影響しているところはないか、その逆は？

1)いろいろなアクセスポイント（他県の拠点病院、他県の相談窓⼝、その他の関連施設など）で得られ
た利⽤者/潜在的利⽤者からの声を収集する仕組み
2) 1)を全国で、対応や連携の⽅法など改善に活かす仕組み
たとえば、この場（都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会情報提供・相談⽀援部会）などで
の共有、対応⽅法の検討

さまざまなレベルでのPDCA 51



がん相談⽀援センターで⾏う
品質管理や品質保証の活動

• 相談⽀援センターで提供する資料（作成資料や配布物を含む）
の内容が正しいかどうか、提供する内容として適切かどうかについて
⾒直す

• 医療機関や施設内の部署の連絡先リストの内容が正しいかどうか
確認し直す

• がん専⾨相談員による⾯接や電話での対応や電⼦メールでの対応
をモニターし、品質基準が満たされていることを確実にする

• サイト上の情報やリンクが正確かつ最新のものであるか確認する

• 相談対応の記録やコードが正確であるか調査・確認し直す

「がん専⾨相談員のための学習の⼿引き」 第V部 がん相談⽀援の質の管理と維持 p.101 (2008)
http://ganjoho.jp/data/hospital/consultation/odjrh3000000hroa-att/gakushu_tebiki.pdf 52



がん相談⽀援センターで提供される
品質の基準（例）

【情報】
• 利⽤者に正確な情報が伝えられること
• 利⽤者に完全な情報が伝えられること（利⽤者が求める情報をカバーしているか、利⽤者

に提供すべき情報をカバーしているか）
• 適切なニーズアセスメントを通じて利⽤者のニーズが特定されること
• 利⽤者に対して決められた⽅法で提⽰されること
【提供】
• 礼儀正しく、丁寧に、専⾨家のマナーで情報が提供されること
• 信頼できる形式で情報が提供されること
• 利⽤者と信頼関係を築くこと
【⽅針】
• がん情報提供ネットワークの基本⽅針に沿って情報を提供すること
【充⾜度】
• 潜在的ユーザーの何割をカバーしているか
• 相談⽀援センターがカバーしている地域内での充⾜率はどのくらいか など

「がん専⾨相談員のための学習の⼿引き」 第V部 がん相談⽀援の質の管理と維持 p.101 (2008)
http://ganjoho.jp/data/hospital/consultation/odjrh3000000hroa-att/gakushu_tebiki.pdf 53



がん相談対応評価表
がん専⾨相談員が⾏う相談対応の基本姿勢：

1. センター内で承認された情報を正確に提供している。
2.（ある程度まとまった）情報を伝えるときに、免責事項、および、出典を伝えている。
3. 医師が⾏うような診断や、特定の治療を勧めるようなことをしていない。
4. 主治医と患者・家族、医療機関との関係を妨げるような発⾔や⾏動をしていない。
5. 相談員の個⼈的な⽴場、好み、信条、意⾒を伝えていない。
6. 相談者の個⼈情報を不適切に扱ったり、不必要に聞いたりしていない。
7. 相談員の個⼈情報を伝えていない。
8. 次回の電話を促すような⾔葉かけをおこなっている。

厚⽣労働科学研究費補助⾦がん臨床研究事業「相談⽀援センターの機能の評価と地域における活⽤に関する研究」研究代表者：⾼⼭智⼦
（独）国⽴がん研究センターがん対策情報センターがん情報提供研究部 連絡先：CISC-research@ml.res.ncc.go.jp）

 相談⽀援センターの⽅針を決める、そして、それが守られているかを確認する
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4) 広報・周知活動と
広域での相談⽀援体制の質の担保について

がん相談⽀援センター名称統⼀とロゴ・カードの配布

地域相談⽀援フォーラム
－これまでの開催経緯と今後の⽅向性－
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④ がん専⾨相談員ロゴバッジとがん相談⽀援センター紹介
カードの活⽤状況についてのアンケート（資料７参照）

 調査⽬的：バッジとカードの活⽤状況の把握
 調査時期：2014年4⽉〜5⽉
 調査対象と⽅法：全拠点病院397施設に対し質問紙調査、回答数：283施設（回収率71.2％）

128

115

33

6

1

0 20 40 60 80 100 120 140

1. 研修を受けた相談員全員が着⽤している
2. 研修を受けた相談員の⼀部が着⽤し…

3. 誰も着⽤していない
4．その他

５．未記⼊

【ロゴバッジ活⽤状況（n=283)】

12

12

2
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1．医師から配布している
2．医師以外の医療スタッフから配布している

3．医療スタッフ以外のスタッフ（事務職等）から配布している
4. 病棟や外来で誰でも⾃由にとれるようにしている

5. 総合受付、資料コーナー等で誰でも⾃由にとれるようにしている
6. がん相談⽀援センター内で配布している

7. その他
8. まだ活⽤していない

【紹介カード活⽤状況（n=327)】

【ロゴバッジやカードについての患者や院内スタッフの反応について（n=296）】 意⾒例と意⾒数
・ 院内でがん相談⽀援センターについて説明する機会を得られた 30 (10.1%)
・ 相談員の⽅から患者さんや家族に声をかけやすくなった 17 (  5.7%)
・何も変わらない 177   (59.8%)
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がん相談⽀援センターロゴの活⽤例

神奈川県⽴がんセンターの
がん相談⽀援センターのカウンター

｢医療相談」と併記

徳島⼤学病院
ロゴバッジ贈呈について
病院のHPに掲載

熊本⼤学医学部附属病院
ちらしにも活⽤

H26年5⽉末現在で、19都道府県
(27施設）で、共通ロゴを使った媒
体が作成されました 57



整備指針に反映された提案
「がん相談⽀援センター」の名称統⼀

統⼀の名称が定められたことにより、がん相談⽀援センター
の統⼀ロゴ、統⼀した情報提供資材の提供が可能
 国⺠全体への周知、より⾝近で、安⼼して利⽤できる

窓⼝としての認知度向上に！
組織の再編を含め、がん相談⽀援部⾨の施設内での
体制強化に

19都道府県(27施設）で、共通ロゴを使った媒体が作成された
（H26年5⽉末現在） 58



相談⽀援センター相談員研修体系の課題と今後の⽅向性

各
拠
点
病
院
・
全
相
談
員各都道府県相談部会（または都道府県）より推薦

今後
平成26～27年度以降

（案）

地域相談支援
ﾌｫｰﾗﾑ

地域相談支援
ﾌｫｰﾗﾑ

県単位で開催する
相談員研修(仮)

県単位で開催する
相談員研修(仮)

都
道
府
県

研
修
担
当
者全国研修企画･教育

サポーター
（専門家パネル）

が
ん
対
策
情
報
セ
ン
タ
ー

必要に応じて必要に応じて

E‐learning化（H27年度～目標）

演習中心
50名×7回/年
演習中心
50名×7回/年

講義中心
700～1000名×1回/年

講義中心
700～1000名×1回/年

講義と演習（教育･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ方法）

1～2回/年
講義と演習（教育･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ方法）

1～2回/年

E‐learning化（H27年度～目標）

対象者：厚労省指定の拠点病院
をはじめとする受講希望者全員

対象者：厚労省指定の拠点病院
の受講希望者優先

毎年継続的
に実施

毎年継続的
に実施

継続教育のプログラムとその開催方式は
地域毎の施設構成、ニーズ、実施能力に合わせて検討・実施

県単位の継続研修県単位の継続研修

県単位の継続研修県単位の継続研修

県単位の継続研修県単位の継続研修

継続的に
実施

地域の輪につ
なげる新企画
地域の輪につ
なげる新企画
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*修了：4687名

*修了：4244名

*修了：2263名

*36都道府県 170名

*修了者数はH25
年度末までの実績



相談員指導者研修会（任意）の参加状況
（H23年度より開始）

H24年度 20チーム（20都道府県）

H23年度 19チーム（17都道府県）

H23-25年度複数回参加 （15都道府県）

H23〜H25年度合計 57チーム（36都道府県）

地域での相談員の
継続教育に携わる⼈
材養成を⽬的とした
研修
都道府県拠点病院

所属の相談員を含む
3⼈1組のチーム

 異なる施設から構成され
るチームが望ましい

3⽇間
 教材づくり、ファシリテー

ション、研修計画

H25年度 18チーム（17都府県）
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地域相談⽀援フォーラム実施の背景
• 院内外への周知には、がん相談⽀援センターが相互に協⼒し合い、

ノウハウを共有しながら活動を進めていくことが不可⽋
– 院内での個々の取り組みは他の施設でも援⽤可能、特に組織体制、機能が

類似した施設の取り組みが参考になる
• 継続的な研修ニーズについては、地域毎（またその年度毎に）に異

なるニーズがあり、地域主導の研修が必要
• 都道府県単位での研修会開催を⽀援する⽬的で、指導者研修シ

リーズを実施しているが、単独都道府県開催が難しいという声、複数
都道府県にまたがった開催で解決できる課題もある

 都道府県の枠を超えた「地域」の単位での開催をがん対策
情報センターが⽀援
「地域相談⽀援フォーラム」「公開セミナー」（平成24-26年度）
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ブロック別地域相談⽀援フォーラム（試⾏版）の開催

活動の活性化・体制の均てん化
質向上の取り組み促進

利⽤者に役⽴つ相談提供

地域訪問（拠点病院・県主管課）ニーズ分析ブロック単位での情報共有の必要性を認識

実
施
内
容

波
及
効
果

 ブロック内の相談⽀援センター（指導者研修修了等）
メンバーによる実⾏委員会構成

 ブロック内県担当者の参加
 県内および他県の好事例共有
 県をミックスしたグループワーク
 ⼀般向け公開セミナーを同時開催

 ネットワーク構築（相談⽀援センター間、⾏政-拠点病院間、拠
点病院－医療福祉施設間、県境を越えた広域）

 好事例・先進事例の共有
 相談⽀援センターの周知
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地域がん相談⽀援フォーラム
（H24年度〜H26年度）
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中四国
2013/3/9

東海･北陸2013/10/19

北関東･信越
2013/8/31

九州･沖縄
2014/2/8

東北
2014/7/26

九州･沖縄
2012/12/1

• ⾃分たちにできることを少しずつやっていきたい
• 待っているだけではいけないなと感じている
• 相談⽀援センターのモデル体制を、現場の声

から作り、指定要件にいれてもらうようなアク
ションを起こしたい

• 相談員が抱える悩みに共感できた
• 同じように悩み、⽀えてもらえると⼼強く思った
• 「相談員サロン」のように感じた

• 連携のネットワークができた

• 県担当者と意⾒交換でき、
有意義だった



東海・北陸ブロック振り返って
⾦沢⼤学医学部附属病院 ⼤森 晶⼦さん

九州・沖縄ブロック振り返って：
九州がんセンター ⽵⼭ 由⼦さん
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1

がん相談員の広域連携の重要性について
～東海・北陸ブロック

相談支援フォーラムに参加して～

平成26年6月12日
金沢大学附属病院

がん相談支援センター／地域医療連携室

ＭＳＷ大森晶子
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金沢大学附属病院の概要

 石川県金沢市

 病床数 838床
（一般792床、精神46）

 診療科数 ３２

 平均在院日数 20.0日
 一日平均患者数 外来1580.5名

入院 737.1名
 地域別患者数

入院 県内82.5％ 、県外17.5％
外来 県内90.2％ 、県外9.8％

以上平成24年度データ

出典『金沢大学附属病院 病院概要2013』
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がん相談支援センター概要
 業務内容
①がん相談
がんに関する相談全般（治療、副作用、医療費、セカンドオピニ
オン、緩和ケア、治療や療養場所の選択、在宅医療、転院など）

②就労相談
社会保険労務士と連携を図ったがん患者に対する就労相談

③研修運営
県内の相談従事者、病院職員、患者等を対象にした研修会の
企画運営や学習会講師、データ集積等

④事務業務
がん相談やがん診療連携拠点病院指定等
に関する事務的業務

 相談件数
平成25年度 2,606件

相談件数

1,658

2,606

2,122 2,475

0

1,000

2,000

3,000

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
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石川県がん診療連携協議会

石川県がん診療連携協議会

↓ ↓

研修・連携部会 がん登録部会

↓

相談支援担当者連絡会
担当業務

相談実務者を対象に研修企画、相談支援に関する情報共有、協議

↓

研修企画委員会
担当業務

がん相談の質向上のための『石川県がん相談研修会』の計画、運営
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県内拠点病院等の体制

石川県がん診療連携拠点病院 1か所

地域がん診療連携拠点病院 ４か所

地域がん診療連携協力病院 ２か所
目的：二次医療圏にがん診療連携拠点病院がない
能登地区において、より身近な環境でがん診療連携
拠点病院に準ずる専門的ながん医療を受けることの
できる体制整備。

地域がん診療連携推進病院 ７か所
目的：より身近な環境でより質の高いがん医療を受
けることのできる体制整備。
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都道府県がん診療連携拠点病院

金沢大学附属病院
地域がん診療連携拠点病院

石川県立中央病院
(石川県全体担当)

金沢医療ｾﾝﾀｰ
(石川中央担当)

地域がん診療連携推進病院
金沢市立病院
金沢赤十字病院
金沢病院
浅ノ川総合病院
石川県済生会金沢病院

地域がん診療連携拠点病院

金沢医科大学病院

（能登地区担当）

地域がん診療連携推進病院
公立松任石川中央病院

地域がん診療連携推進病院
芳珠記念病院

地域がん診療連携協力病院
公立能登総合病院
恵寿総合病院

能登北部医療圏

能登中部医療圏

石川中央医療圏

南加賀医療圏

地域がん診療連携拠点病院
小松市民病院（南加賀地区担当）

医療圏ごとの体制
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地域相談支援フォーラム

地域相談支援フォーラムとは
対象地域の相談員間の症例共有・好事例共有・課

題共有を通して、県境を越えた地域ブロック単位で相
談員の相互支援ネットワークを育成し、また県境を越
えて受療する患者さんやご家族への対応向上を目指
した連携ネットワークの構築に寄与することを目的と
したワークショップ形式の研修会。

 対象地域のニーズに即した内容
対象地域の実行委員が開催3ヶ月前に集まり、病

院ごと県ごとの実践や課題を共有し、フォーラム内容
を協議。 『施設内の相談支援体制の確立』『地
域における相談支援センターの立場の確立』

出典『がん情報サービス』
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東海・北陸ブロック
地域相談支援フォーラム

【実務者フォーラム（相談支援実務者対象研修会）】
 日 時 平成25年10月19日（土）

 会 場 名古屋国際会議場

 対象地域 愛知、三重、静岡、岐阜、長野

福井、富山、石川およびその隣接県

 参加者 97名の相談員（実行委員33名含）

９名の行政担当者

 石川県からの参加

6名（実行委員５名、一般参加１名）

【公開セミナー】
 日時、会場、対象地域 同上

 テーマ がん相談支援センターを地域の支援の輪につなげる

～地域のがん患者さんを支えるもうひとつの連携先～
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実務者フォーラムのプログラム概要

 県単位での作戦会議

 セッション１

「施設内の相談体制の立場の確立」

 セッション２

「地域における相談支援センターの立場の確立」

 県単位での体験共有

 県ごとの発表

他県から学びたいことの焦点化。
本県のよわみ・つよみは？
それに対する現状は？
実行の阻害因子は？

相談員ごとに印象に残った
好事例の発表。

実行に至った原動力は？
病院、県、部会ごとに今後
取り組むべきことは？
実現までの手順は？
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相談支援フォーラムに参加して①

実施できている点、できていないまたは
不十分な点を県単位で整理する機会。

病院ごとの取り組みを共有することで、県
単位での強み・弱みが把握でき、

課題の発見に繋がった。
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【本県が既に実施している取り組み】

 現状１）県内拠点病院全てで、がん患者の就労
に関する総合支援事業の運用開始。
社会保険労務士による相談

体制作りが完了しＨ25/11月
までに開始済。５病院の相談曜日

の重複がないように工夫している。

 現状２）サロンや患者会の設立。
拠点、協力、推進病院の14病院及び県で計９カ所はサ
ロンや患者会設立ができている。
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 現状３）定期的な学習機会を確保している。

『石川県がん相談研修会』

対象 がん相談、診療、看護等に携わる方

目的 がん相談業務に携わる上で必要となる基

礎的知識・技能の学習。

主催 石川県がん診療連携協議会 研修・連携部会

共催 石川県

頻度 年１回
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現状１）ネットワーク作りや情報交換の機会に乏しい

現状２）地域や職員に対するがん相談支援センター

の広報不足

現状３）がんサロン運営について、実施できていても

課題が山積している

【実施できていない・不十分な点】

石川県がん対策ホームページ
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相談支援フォーラムに参加して②

今後実現可能なことを見出す為の、情報を
得る機会。

現状１）ネットワーク作りや情報交換の機会の乏しさ

相談員連絡会の活用方法の工夫

現状２）がん相談支援センターの広報不足

名刺サイズの案内、職員向けニュースレター、地域の

療養情報の冊子やその作成経緯把握

現状３）がんサロン運営

企画や開放的な雰囲気づくりなど主体的に参加できるような工夫

近県での取り組み、かつ、実現プロセスを
知ることで実現可能性を感じる!!
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県境を越えて好事例を知る機会。
 情報提供の方法

→市役所への出前講座、がんに関する新聞づくり、テ
レビ出演、一工夫ある掲示物（触って学べる）、図書
館に常設で資料設置

 外来で悪い知らせの告知を受けた後のフォロー

→告知場面へ同席、がん相談支援室へのアクセスを
提示するしくみづくり

相談支援フォーラムに参加して③
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県境および職種を越えた相談員ネット
ワーク作りの機会。

 県境をこえたメンバーのグループワークで、顔の見え
る連携づくりができた。（県境越えの患者さんに対応
するには、県外の情報量や質が重要）

 県内相談員および行政担当者との連携づくりができ
た。

相談支援フォーラムに参加して④
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ご静聴ありがとうございました

今後も

県境を越えた幅広い連携につとめ

よりよい情報提供体制・

相談支援体制づくりを

目指していきたいと思います。

研修終了後・・・実行委員として

県内相談員内で共有・協議。

刺激多い研修でありモチベーションも向上!!



第2回
九州沖縄ブロック

地域相談支援フォーラムｉｎ福岡
2014.2.8

独立行政法人国立病院機構

九州がんセンター

がん相談支援センターマネージャー

竹山由子



第２回九州沖縄ブロック地域相談支援フォーラムIN福岡
2014.2.8

① 支援センターの周知について

② がん相談員のネットワークづくり

コアメンバー会議 ：6/18，8/5，9/26，1/7
福岡県でがん相談支援センター相談員指導者研修・

指導者フォローアップ研修を修了した7名
+ 国立がん研究センターの先生方

実行委員会 (30名）：12/6 （各県より２～3人）

がんになっても安心して暮せる街づくり

～がん相談支援センターを地域の支援の輪につなげる～



ＡＭ：市民公開講座
ＰＭ：地域相談支援

フォーラム



がん相談員ネットワーク作り

（医師2名・行政5名・がん相談員29名・国がん10名）

参加人数46名

2014.2.7 情報交換会
（前年度の主催地である熊本県が企画・運営）

前年度開催されたフォーラム以降1年間の各県の
取り組みを発表し、意見交換を行った。

発表内容は、翌日のフォーラム会場に、ポスターと
して掲示した。



パネリスト（敬称略） 所 属

患者さん・ご家族の立場から 田鋤 總子

在宅支援診療医の立場から 村岡 聡一 薬院内科循環器クリニック 医師

訪問看護師の立場から 末次 香代子
医療法人安藤内科・循環器科医院

介護支援センターふれあい 管理者

介護施設職員の立場から 松村 貴裕 有料老人ホームメディケア癒やし 代表

がん専門相談員の立場から 織田 久美子 社会保険田川病院 がん相談支援センター

がんになっても安心して暮せる街づくり

～がん相談支援センターを地域の支援の輪につなげる～

テーマ ●がんになっても安心して暮らせるための情報を知ろう！
●がん相談支援センターを活用しよう！

参加人数：280名

ＡＭ

（市民57人・医療者27人・福祉職25人・がん相談員153人・国がん10人・その他８人）



14:15～14:35 高山智子先生講義

「今がん相談支援センターに求められている役割」

14:35～15:35 セッション１

「がん相談支援センターの課題と対策」

15:50～16:35 セッション２ グループディスカッション

～ Catch The Hint

明日から実践できるためのヒントを持って帰ろう ～

がん相談支援センターを院内外の人に
知ってもらうための味方づくり！！

（医師6名・行政9名・がん相談員132名・国がん10名・オブザーバー3名）

医師の
協力

ＰＭ

参加人数160名



がん相談支援センターの課題と対策

～アナライザーシステムを使っての検討～



アナライザーの結果をふまえた
パネルディスカッション



がん相談支援センターを院内外の人に知って
もらうための味方づくりをどのように行っていくか

グループワークを行い、その結果を全体で共有した。



がん相談支援センターを周知していくために相談員
以外の強い味方から一言ずつエールを頂きました。



今回のフォーラムで良かった点

１．医師や各県の担当者の協力を得ることができた。
・ 企画の相談
・ 地域相談支援フォーラムや情報交換会への参加

今回のフォーラム開催にあたり、大変だった点

２．午前中の市民公開講座の参加者の意見等も、午後からの
ワークにつなげることができた。

１．協力してくれる医師に、がん相談支援センターが抱えている
課題等を理解してもらうのに時間を要した。

２．福岡県のコアメンバーや実行委員の意見をまとめ、一つのこと
をつくりあげることが難しかった。



フォーラム後の変化

① がん相談支援センターのドアは常に開放するように心がけるよう
になった｡

②がん相談支援センターの周知について、院内全体で取り組めるよう

になった。

・紹介カードを主治医から渡してもらえるシステムづくりを行った。

・医学部の一般市民対象教育セミナーにがん相談支援センター

からの情報発信の時間を作ってもらった。

・がん相談支援センターのリーフレットを作成した。

・がん専門相談員のユニホームを変更した。

・フォーラムに参加した県職員の方が、「がんサロン」のチラシの中
で、がん相談支援センターの情報提供を行って下さった。

③県内の拠点病院が、同じ意識を持って進んでいく道標となった。



今後の方向性

年1回の九州沖縄ブロック地域相談支援フォーラムの継続

①開催県は持ち回りとする。

②前年度開催した県の役割

・情報交換会の企画を行う。

・開催県のサポートを行う。

③次年度開催予定の県の役割

企画の段階から会議に参加し、次年度に生かす。



 企画・運営を都道府県の部会が主
導、複数都道府県（ブロック）の相談
員が参加する「地域相談⽀援フォーラ
ム」

 都道府県の部会（または拠点病院、
都道府県）が主催し、相談⽀援セン
ターの認知・活⽤を広げるための「公開
セミナー」企画

• 平成26年4⽉3⽇〜4⽉30⽇ 公募
• 平成26年5⽉16⽇ 選考結果の通知

地域相談⽀援フォーラム
・神奈川県部会主催
・⻑野県部会主催
・⻑崎県部会主催

公開セミナー
・島根県部会主催

地域がん相談⽀援フォーラム
H26年度パイロット企画
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中四国
2013/3/9

東海･北陸2013/10/19

北関東･信越
2013/8/31

九州･沖縄
2014/2/8

東北
2014/7/26

九州･沖縄
2012/12/1

神奈川県部会主催
2014/10月頃

長野県部会主催
2014/11月下旬

島根県部会主催
2015/1～2月

長崎県部会主催
2015/1月前後



平成27年度以降の地域相談⽀援フォーラム企画募集について
 がん専⾨相談員の共通課題について、隣接する複数都道府県の実

務者を対象とする研修を企画した部会に対して、共催者として⽀援・
助成 (上限200万円）

 応募に際して（詳細は要綱参照）：毎年度上半期中に企画募集と開催
主体（２枠）を選考・通知
 応募可能な開催主体：「県がん診療連携協議会」あるいはその傘下の

「相談⽀援専⾨部会」、部会⻑名義で応募
 公募のポイント1：従来の枠組みでは対応できなかったどのようなニーズ

に応える研修プログラムなのか、参加者構成等も含めた意義を整理
 公募のポイント2：企画運営に協⼒してもらう隣県の相談⽀援部会と

は、予め相談の上、役割分担を決めたうえで応募のこと
 平成27年度の企画募集期間は、

6⽉25⽇（予定：本部会の意⾒反映後正式に公⽰）〜10⽉3⽇（⾦）17時迄
 フォーラム企画評価委員会にて選考の上、10⽉20⽇（⽉）までに、

全応募者に結果を通知します。

がん対策情報センターからのお知らせ
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「がん相談⽀援センターを地域の⽀援の輪につなげる」
新企画募集について
 がん相談⽀援センターをより広く知ってもらうことに寄与する、画期的な

参加型イベントやキャンペーンを企画提案した部会（施設、または都
道府県）を共催者として⽀援・助成（上限100万円）

 応募に際して（詳細は要綱参照）：：毎年（年度）上半期中に
企画募集と開催主体（1枠）を選考・通知
 応募可能な開催主体：部会単位・施設単位また都道府県のがん対

策主管課による応募も可能
 公募のポイント1: 誰を対象として、何をどう伝えることで、相談⽀援セン

ターの認知度が向上したり、あるいは潜在的な相談者にとってより活⽤し
やすいリソースとなるのか、狙いと⼯夫を明⽰

 公募のポイント2: 「やってみたいけれど独⼒では難しい」「思い切って企
画したい」、他の施設(地域）が真似したくなるような独創的、斬新でイ
ンパクトと有効性のある企画を歓迎

 平成27年度分の企画募集期間は地域相談⽀援フォーラムに同じ

がん対策情報センターからのお知らせ
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地域相談⽀援フォーラムの位置づけの明ら
かにし、各地域でより動きやすくするために

• 地域相談⽀援フォーラムについては、都道府県における相
談⽀援機能強化に向けた要件でめざすものと主旨は同じで
あることから、「継続的かつ系統的な研修にあたるもの」とし
て位置づけられるよう要望してはどうか。

新整備指針：①から⑥の体制を確保した上で、アからシまでの業務を⾏うこと。
■都道府県における相談⽀援機能強化に向けた要件
（３） 地域拠点病院、特定領域拠点病院、地域がん診療病院の相談⽀援に携
わる者に対する継続的かつ系統的な研修を⾏うこと。
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5) 相談件数のカウント⽅法について
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② 相談件数のカウントについてのヒアリング
 調査⽬的：各都道府県における相談件数のカウント⽅法についての現状把握
 調査時期：2014年1⽉
 調査対象と⽅法：県内でカウント⽅法を統⼀していると報告のあった11都道府県がん拠点病院に電話

でヒアリング
【カウントの仕⽅について】
・H21年の厚⽣労働省の通知に基づき⾏っている。
＊相談⽀援センターの件数とは「相談⽀援センターに所属する者が、相談⽀援センターの業
務として、相談者に対応した件数」（H21.6.22厚⽣労働省通知（参考資料3））
【カウント⽅法の実情】
・すべてカウント：
院内外のがん患者に関する相談、問い合わせ、前⽅連携、後⽅連携等すべてカウントしてい

る。（退院調整加算等の診療報酬が算定できるものも含む）
・⼀部カウント：
院内外のがん患者に関する相談のうち、診療報酬（退院調整加算等）が算定できないも

のをカウントしている

70医療機関によりカウントしている範囲はさまざま

広義のがん相談 ■がん相談⽀援センターで⾏われている相談カウント範囲
・広義のがん相談（がんに関するものすべて）
・狭義のがん相談

（診療報酬対象外の、院外の⽅、家族、など）



A. がん相談⽀援センター
B. 地域医療連携部⾨(地域医療連携室など）
C. 緩和ケアチーム
D. 看護部⾨（看護部の看護相談、総合案内など）
E. 薬剤部⾨（薬剤部のお薬相談など）
F. 医事部⾨（事務部の医療費相談など）
G. 栄養部⾨（栄養課の栄養相談など）
H. CRC部⾨（治験の相談など）
I. セカンドオピニオン外来部⾨
J.  禁煙外来部⾨
K. 社労⼠相談部⾨
L. 出張相談部⾨ 他

③ がんの相談のニーズをもつ⽅々の院内相談対応窓⼝とそ
の対応状況の全体把握についての調査（資料６参照）

 調査⽬的：院内で患者家族の相談に対応できるところ（部署等）のアクティビティの把握
 調査時期：2014年3⽉〜5⽉
 調査対象と⽅法：19施設に窓⼝別対応状況について調査（1〜3ヶ⽉間）および1施設にヒアリング

（調査未完了１施設含）
【院内相談窓⼝（例）】
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＊IDのない⽅（院外の⽅）への対応を
無料で⾏っている主な部⾨
A. がん相談⽀援センター
B. 地域医療連携部⾨の前⽅連携
D. 看護部⾨の総合案内、各外来窓⼝
ただしB,Dは、主に振り分けの機能

■問い合わせを除く、院外の⽅からの“相
談”を業務として対応しているのは、ごく
⼀部のケースを除き「がん相談⽀援セン
ター」であった



72

13,441 

13,844 

13,614 

13,974 

62,929 

74,332 

82,938 

92,225 
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H21年度
(n=377)

H22年度
(n=388)

H23年度
(n=397)

H24年度
(n=397)

件

他施設 ⾃施設

15.7%

14.1%

*現況報告2ヵ⽉分(6,7⽉)の相談件数の報告に基づき⽰した。
*現況報告時期を年度で⽰し、翌年度の指定拠点病院数を⽰した。
**H21年度の院内外割合は、医療⽔準調査より試算した。

17.6%

13.2%

全体の報告される相談件
数は増えているが、他施設
（⾃施設外）からの相談
件数は、伸びていない

 IDなし・無料（なし・なし）相談
は、補助⾦で賄われるべきもの

 これが増えるには、地道な広報活
動等が必要であり、相談⽀援セン
ターの総合的な活動成果の⼀つ

 ある到達点になるまで伸ばしていく
べきもの

院内・外からの相談件数の件数と割合の推移



全体に関連することと
部会からの提案内容について：

がん相談⽀援センターの全体の活動評価
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都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会より提出した提案内容
（親会より厚労省へ）

（１）がん診療連携拠点病院機能強化事業におけるがん相談⽀援事業の相談件数
による評価（現⾏7,800件以上）については、
 現状の対応状況を踏まえ、算定の基準を暫定的に年間1,875件（相談員1⼈あたり5件

程度）とすることを提案する。並⾏して、より本質的な評価の提案に向けて、相談対応業務
（対象とする範囲や件数の数え⽅等）や相談対応以外の幅広い活動内容の評価⽅法に
ついて検討を⾏う。

（２）利⽤者にとってわかりやすく、有益な相談⽀援を提供するために、
 院内の連携を進めるとともに、相談⽀援センターの名称については、病院固有の名称との併

記を認めた上で、原則「がん相談⽀援センター」で統⼀を進める。
（３）各拠点病院の体制により、相談⽀援センターで実施する活動が異なることから、
 情報提供・相談⽀援関連の活動については、拠点病院レベルでの（相談⽀援センター単位

だけでなく、他部署を含めた）評価とする。さらに、より効率的な情報提供・相談⽀援体制の
構築のために、都道府県レベルや全国レベルで⾏う活動の適切な評価⽅法について検討し、
地域の状況に応じた役割分担を進める。

（４）都道府県内の活動状況の把握、情報の集約や役割分担の検討を⾏うために、
 その役割を担う組織（情報提供・相談⽀援に関する検討を⾏う部会等）の活動を評価す

るとともに、都道府県レベルでの事務局機能の強化（事務員の配置等）を⾏う。 74



引き続きの検討課題（１）
相談件数による評価

• 「がん相談⽀援センター」単位ではなく、「拠点病院レベル」での
相談対応の実績の評価については、まだ反映されていない

• 調査結果から、がん相談⽀援センターは、⾮⾃院患者（IDな
し）に無料で相談対応に応じている（ほぼ）唯⼀の部⾨であ
ることが明らかになった

 ⾮⾃院患者（IDなし）に無料で対応している相談は、がん
相談⽀援センターの総合的な活動成果の⼀つとして、評価の対
象とすることが妥当なのではないか
⼀⽅、⾃院の患者への相談対応を評価に含めた場合、組織の
位置づけによって相談件数として算⼊する範囲が異なり、公平な
評価が難しい
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引き続きの検討課題（２）
都道府県単位の活動評価と事務局機能

• がん相談⽀援センターに求められている役割は、直接の相談対応
にとどまらず、情報収集やネットワークの構築など幅広い活動が求め
られている

• 新整備指針においては、都道府県拠点病院の役割がさらに強化
され、系統的・継続的な研修を含め、都道府県単位として担うべ
き役割が増えた
 この機能を⼗分に果たすため、都道府県拠点病院においては

⾃施設のサービスを充実させるだけでなく、都道府県下のがん診
療連携拠点病院を⽀援する事務局・司令塔としての役割が強
まった
役割を果たすためには事務局体制の強化が不可⽋であり、それに
必要な⼈員を確保するための⼿当てが必要である
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新規の検討課題
• 継続的・系統的な研修の提供や、広報周知活動等
の取り組みにあたっては、単独都道府県で開催するこ
とに加え、複数都道府県で共催した幅広い取り組み
は有効であり、全国の均てん化に寄与する
 研修の提供や広報周知活動等、広域で取り組む

ことにより⼀層効果が⾼まると考えられる活動につい
ては、複数都道府県で主催する活動も都道府県
がん診療連携拠点病院の正規の活動として位置
づけ、評価の対象とすることが望ましい
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第3回部会からの提案（案）
1. 相談件数の評価については、⾮⾃院患者（IDなし）に無料で

対応する相談について評価を⾏うこと
2. 新整備指針においてより⼀層強く求められるようになった、都道

府県レベルでの活動を充実させるため、都道府県がん診療連携
拠点病院が都道府県下のがん相談⽀援センターを⽀援するた
めに必要な事務局機能をもつこと、そのための体制整備が⼿当
てされること

3. 研修の提供や広報周知活動等、広域で取り組むことにより⼀層
効果が⾼まると考えられる活動については、複数都道府県で主
催する活動も都道府県がん診療連携拠点病院の正当な活動
として位置づけ、評価すること
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国⽴がん研究センターからのお知らせ
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今後の予定
• 本⽇の部会からの提案内容について確認

（修正点等についてはメール上で確認）
6⽉18⽇（⽔） 事務局→部会員のみなさまへ
6⽉25⽇（⽔） 部会員のみなさま→事務局（提案作成）

• H26年7⽉4⽇ 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議
会（親会）へ提案

• 第4回 都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議会 情報
提供･相談⽀援部会 H26年12⽉1⽇（⽉）

• 好事例の共有
• 積み残し課題の検討
• ・・・
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